
  

 

 

ニュースリリース 

平 成 2 3 年 ９ 月 ５ 日 

株式会社日本政策金融公庫 

   農 林 水 産 事 業 

 
食品産業の約８割が東日本大震災で影響受ける 
東京電力福島第一原子力発電所事故でも５割強が影響 

―日本公庫平成２３年上半期食品産業動向調査で判明― 

 

日本政策金融公庫（日本公庫）農林水産事業が実施した平成２３年上半期食品産業動向調査（調

査対象先６,６５９社、回答２,６６６社、回答率４０．０％）によると、全国の食品産業（製造業、

卸売業、小売業、飲食店）の７５．６％が東日本大震災の地震、津波で直接又は間接の影響を受け

ていたことが明らかになりました。さらに、７．１％の企業が今後に大震災の影響が出てくると見

込んでいます。 
また、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、全国の食品産業の５３．４％が影響を受け

ていたことも明らかとなりました。原発事故では今後に影響が出てくると見込んでいる企業が１３．

５％と大震災による影響より多く２倍近くになっていることが特徴的です。 
大震災及び原発事故による具体的な影響として、マイナス影響では「売上高の減少」が６１．

７％と最も多く、次に「仕入れ価格の上昇」が５１．６％となっています。プラス影響では「取引

先からの引き合い・需要の増加」が１１．９％と最も多く、次いでマイナス影響で最も多かった売

上高の減少と反面する「売上高の増加」が１１．７％となっています。 
影響への対応（複数回答）としては、「仕入先・製品・商品の変更・開拓」が４６．５％と最も多

く、「納入先・販売ルートの開拓・強化」が３２．１％、「正確な情報の収集・提供」が３１．１％、

「被災取引先への支援（支払猶予、人的応援など）」が２１．８％となっています。 
なお、その他の影響や対応として、電力不足による計画停電の影響、原発事故の風評被害、輸出

の減少、設備投資の遅れなどが多くあげられています。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

調査方法   郵送により調査票を配布し、郵送またはファックスにより回収 

調査対象    全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食店） ６，６５９社 

（なお、今回の調査では食品関係企業７,０８３社のうち東日本大震災の被害を大きく受け

た青森県で３２社、岩手県で４３社、宮城県で２１２社、福島県で４０社、茨城県で６６

社、千葉県で３１社の計４２４社を調査対象先から除きました。） 

有効回答数  ２，６６６社（回答率４０．０％）  

調査時点   平成２３年７月１日 

 

 



東日本大震災および福島第一原子力発電所事故の影響について

11(1)東日本大震災の影響

11(2)福島第一原子力発電所事故の影響

食品産業の７５．６％が東日本大震災で影響受ける
福島第一原子力発電所事故でも５３．４％が影響

○　平成２３年上半期食品産業動向調査（調査対象先６,６５９社、回答２,６６６社、回答率４０．０％。ただし、東日本大震
災の被害を大きく受けた青森県で３２社、岩手県で４３社、宮城県で２１２社、福島県で４０社、茨城県で６６社、千葉県で３
１社の合計４２４社を調査対象先から除いた。）によると、全国の食品産業（製造業、卸売業、小売業、飲食店）の７５．
６％、約８割が東日本大震災（地震、津波）で影響を受けていたことが明らかになった。さらに、７．１％の企業が今後に大
震災の影響が出てくると見込んでいる。
○　また、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、全国の食品産業の５３．４％、５割強が影響を受けていたこと
も明らかとなった。原発事故では今後に影響が出てくると見込んでいる企業が１３．５％と大震災による影響より多く２倍近
くになっていることが特徴的。
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1取引先等からの引き合い、需要 　　　2生産量・顧客数

3取引先等への配送、納入、供給 　　　4売上高

5販売価格 　　　6原材料、資材、商品の調達、仕入れ量

11(3)東日本大震災および福島第一原子力発電所事故で経営全体で出ている、または今後に出る見
込みの影響の内容について
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○　具体的な影響として、マイナス影響では「売上高の減少」が６１．７％と最も多く、次に「仕入れ価格の上昇」が５１．６％
となっている。
○　プラス影響では「取引先からの引き合い・需要の増加」が１１．９％と最も多く、次いでマイナス影響で最も多かった売
上高の減少と反面する「売上高の増加」が１１．７％となっている。



7原材料、資材、商品の仕入れ価格 　　　8生産費用

9決済金回収、資金繰り 　　　10営業、操業の時間

11従業員、労働力
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（全国）

11(4)東日本大震災および福島第一原子力発電所事故で出ている、または今後に出る見込みの影響
への対応について

○　影響への対応（複数回答）としては、「仕入先・製品・商品の変更・開拓」が４６．５％と最も多く、「納入先・販売ルート
の開拓・強化」が３２．１％、「正確な情報の収集・提供」が３１．１％、「被災取引先への支援（支払猶予、人的応援など）」
が２１．８％となっている。
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